
（別添） 

 

鳥取県教育委員会におけるマイクロソフト社教育機関向けライセンス調達業務仕様書 

 

１ 調達件名 

鳥取県教育委員会におけるマイクロソフト社教育機関向けライセンス調達業務 

 

２ 納入期限 

令和９年２月２６日（金） 

 

３ 規格、ライセンス利用期間及び数量 

マイクロソフト社の契約プログラム Enrollment for Education Solutions(EES）による。 

規格 ライセンス利用期間 数量 

Microsoft 365 Education A3 令和９年４月１日から令和１２年３月３１日 3,500 

 

４ 納入物 

以下のドキュメントを発注者に提出し、承認を得ること。 

区分 内容 部数 

ライセンス

証書等 

３に掲げるライセンスについて、名義、数量、有効期間を

示すライセンス証書又はそれに代わる証明書類 

１部 

 

５ 納入場所 

鳥取県鳥取市湖山町北五丁目２０１番地 鳥取県教育センター 

 

６ 留意事項 

（１）非永続ライセンスであること。 

（２）ライセンス期間内に新しいバージョンの製品がリリースされた場合、無償でそのバージ

ョンへアップグレードできること。 

（３）本契約で提供されるライセンスの過去のバージョンに相当する製品を使う権利を有し、

過去のバージョンを使用する場合、無償であること。 

（４）鳥取県教育委員会（県立学校）が管理するすべてのパソコンが利用対象に含まれること。 

（５）全てのバージョンのマイクロソフト社製 Windows Server OS 等の製品へのアクセスが可

能なクライアントライセンスが含まれていること。 



７ 一般事項 

（１）権利義務の譲渡等の禁止 

  受注者は、本業務に係る契約により生ずる権利又は義務を第三者に譲渡し、若しくは承

継させ、又はその権利を担保の目的に供することができない。ただし、あらかじめ発注者

の承認を得た場合は、この限りではない。 

（２）資料提供 

ア 受注者から発注者に対し、本業務遂行に必要な資料等の提供の要請があった場合、発

注者と受注者が協議の上、発注者は受注者に対し、無償でこれらの提供を行う。 

イ 受注者は、発注者から提供された本業務に関する資料等を善良なる管理者の注意をも

って管理し、保管し、かつ、本業務以外の用途に使用し、または第三者に提供してはな

らない。 

ウ 受注者は、本業務に係る契約が満了し、若しくは解除されたとき、又は資料等が本業

務遂行上不要となった場合、遅滞なく資料等を発注者に返還し、又は発注者の指示に従

った処置を行うこと。 

エ 発注者及び受注者は、アからウにおける資料等の提供、返還その他処置等について、

書面をもってこれを行う。 

（３）追完請求権 

ア 発注者は、納入物の引渡しを受けた後において、当該納入物が仕様書で定める内容に

適合しないものであるときは、受注者に対して相当の期間を定めて発注者の指示した方

法により無償で納入物の修補、代替物の引渡し又は不足分の引渡しによる履行の追完を

請求することができる。 

イ アの規定により発注者が相当の期間を定めて履行の追完を請求し、その期間内に履行

の追完がないときは、発注者は受注者に対して代金の減額を請求することができる。 

ウ ア及びイの規定は、発注者が受注者に対して行う損害賠償の請求及び契約の解除を妨

げるものではない。 

（４）特許権等の使用 

  受注者は、特許権、実用新案権、意匠権、商標権その他の法令に基づき保護される第三

者の権利（以下「特許権等」という。）の対象となっている材料、履行方法等を使用する

ときは、その使用に関する一切の責任を負わなければならない。ただし、発注者がその材

料、履行方法等を指定した場合において、仕様書に特許権等の対象である旨の明示がなく、

かつ、受注者がその存在を知らなかったときは、発注者は、受注者がその使用に関して要

した費用を負担する。 

（５）損害賠償 

 ア 受注者は、その責めに帰する理由により、本業務の実施に関し発注者又は第三者に損

害を与えたときは、その損害を賠償しなければならない。 

 イ 発注者、受注者両者の責めに帰することのできない理由により、受注者がこの契約に

よる義務の全部又は一部を履行することができないときは、受注者は、当該部分につい

ての義務の履行を免れ、発注者は、当該部分について代価の支払義務を免れる。 

ウ イ以外の場合においては、発注者、受注者協議してその損害の負担を定める。 

 



（６）機密の保持 

受注者は、業務の実施に当たって知り得た業務上の機密を外部に漏らし、又は他の目的

に利用してはならない。 

また、この契約の終了後又は契約が解除された後も同様とする。 

（７）再委託の禁止 

   受注者は、再委託をしてはならない。 

（８）調査等 

  発注者は、必要があると認めるときは、受注者に対して本業務の処理状況について調査

し、又は報告を求めることができる。この場合において、受注者は、これに従わなければ

ならない。 

（９）完了報告及び検査 

 ア 受注者は、納入を完了したときは、完了の日から１０日以内に納入完了報告書を発注

者に提出し、発注者の検査を受けること。 

イ 発注者は、受注者から納入完了報告書の提出を受けた日から１０日以内に、契約書及

び仕様書に適合していることを検査し、納入物が契約書及び仕様書に適合する場合は、

検査合格として受注者に対しその旨を通知し、適合しない場合は、検査不合格として受

注者に対しその旨を直ちに通知し、補正を求める。 

ウ 受注者は、イの補正の求めにより直ちに補正を行い、補正が完了したときは、発注者

にその旨を直ちに通知すること。 

エ 発注者は、ウの通知を受けた日から７日以内に再度イに基づく検査及び通知を行う。 

オ イの検査合格をもって、検査完了とする。 

（１０）利用料の支払 

ア 受注者は、利用料を請求する場合は、下表に示す期限内に行うこと。 

なお、各年度の請求金額（以下「請求金額」という。）は、本業務に係る契約金額

を３６で除した金額（１円未満の端数があるときは、その端数を切り捨てる。）に、ラ

イセンス利用月数を乗じた金額とする。各年度の請求金額の合計金額が本業務に係る契

約金額に満たない場合は、当該不足額を最初の年度の請求時に併せて請求すること。 

年度 支払請求期限 支払期限 

令和９年度 令和９年４月１０日（１２ケ月分） 令和９年４月末日 

令和１０年度 令和１０年４月１０日（１２ケ月分） 令和１０年４月末日 

令和１１年度 令和１１年４月１０日（１２ケ月分） 令和１１年４月末日 

イ 発注者は、アの表の支払期限内に、受注者に利用料を支払う。 

ウ 発注者が、正当な理由なくイに規定する支払期間内に支払を完了しないときは、受注者

は未払金額に対し、遅延日数に応じ、政府契約の支払遅延防止等に関する法律（昭和２４年

法律第２５６号）第８条第１項の規定に基づき財務大臣が決定する率で計算した遅延利息を

発注者に請求することができる。 

（１１）仕様書遵守に要する経費 

   本仕様書を遵守するために要する経費は、全て受注者の負担とする。 

（１２）専属的合意管轄裁判所 

  本業務に係る訴訟の提起又は調停（発注者と受注者との協議の上選任される調停人が行



うものを除く。）の申立てについては、鳥取県鳥取市を管轄する裁判所をもって専属的合

意管轄裁判所とする。ただし、特許権、実用新案権、回路配置利用権又はプログラムの著

作物についての著作者の権利に関する訴えについては、民事訴訟法（平成８年法律第１０

９号）第６条に定めるとおりとする。 

（１３）その他 

ア 契約書の作成に当たり、仕様書の７一般事項を契約書に記載した場合は、当該条項を

仕様書から削除する場合がある。 

イ 仕様書中の一般事項を契約書に記載する場合において、契約書の様式に合わせるため、

当該条項の趣旨を変えない範囲で用語を変更するときがある。 

ウ この仕様書に定めのない事項又はこの仕様書について疑義の生じた事項については、

発注者と受注者が協議して定める。 

 

 


